
資料３－１
国土交通省設置法（抜粋）

第二節 審議会等
第一款 設置

本省に、次の審議会等を置く。第六条
国土審議会
社会資本整備審議会
交通政策審議会
運輸審議会
２ （略）

第二款 国土審議会
（所掌事務）
国土審議会は、次に掲げる事務をつかさどる。第七条

一 国土交通大臣の諮問に応じて国土の利用、開発及び保全に関する総合的かつ基本的な
政策について調査審議すること。
二 国土総合開発法（昭和二十五年法律第二百五号）、国土利用計画法、首都圏整備法
（昭和三十一年法律第八十三号）、首都圏近郊緑地保全法（昭和四十一年法律第百一
号）、近畿圏整備法（昭和三十八年法律第百二十九号）、近畿圏の近郊整備区域及び都
市開発区域の整備及び開発に関する法律（昭和三十九年法律第百四十五号）、近畿圏の
保全区域の整備に関する法律（昭和四十二年法律第百三号）、中部圏開発整備法（昭和
四十一年法律第百二号）、中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の整備等
に関する法律（昭和四十二年法律第百二号）、（中略）の規定によりその権限に属させ
られた事項を処理すること。

（組織）
国土審議会は、次に掲げる者につき国土交通大臣が任命する委員三十人以内で組織第八条

する。
一 衆議院議員のうちから衆議院が指名する者 六人
二 参議院議員のうちから参議院が指名する者 四人
三 学識経験を有する者 二十人以内
２ 前項第三号に掲げる者につき任命される委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委
員の任期は、前任者の残任期間とする。
３ 委員は、再任されることができる。
４ 委員は、非常勤とする。

（会長）
国土審議会に、会長を置き、委員の互選により選任する。第九条

２ 会長は、会務を総理し、国土審議会を代表する。
３ 国土審議会は、あらかじめ、会長に事故があるときにその職務を代理する委員を定めて
おかなければならない。

（特別委員）
特別の事項を調査審議させるため、国土審議会に特別委員を置くことができる。第十条

２ 特別委員は、国会議員、当該特別の事項に関係のある地方公共団体の長及び議会の議長
並びに当該特別の事項に関し学識経験を有する者のうちから、国土交通大臣が任命する。
３ 特別委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、
解任されるものとする。
４ 第八条第四項の規定は、特別委員に準用する。

（資料提出の要求等）
国土審議会は、その所掌事務を処理するため必要があると認めるときは、関係行第十一条

政機関の長、関係地方公共団体の長その他の関係者に対し、資料の提出、意見の開陳、説
明その他の必要な協力を求めることができる。

（政令への委任）
この款に定めるもののほか、国土審議会の組織及び所掌事務その他国土審議会に第十二条

関し必要な事項は、政令で定める。


